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第1 はじめに

匠療訴訟は、医療機関による医療行為によ0て

死亡した患者の遺族や、障害を負0た患者が原告と

なって、医療機関による氏療行為に過失がある1と

して、医療機関に対して損害賠償を請求する訴訟類

型です。医療訴訟は、特許訴訟とは審理の対象が異

なりますが、両者はいずれも専門訴訟であるという
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点で共通しており、手続などにも共通する部分が多

くあります。例えば、いずれの訴訟も、裁判所が専

門的な知見を取り込んで判断するために、訴訟乎続

に専門家を関与させる乎続がとられています。また、

いずれの訴訟も、裁判所が専門的な内容を理解しゃ

すくするための手続の工夫がされてぃます。他方で、

特許訴訟と医療訴訟では、審理の対象が異なること
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により、争点整理の仕方や、専門家の関与の形態に

違いが見られます。筆者は、現在は特許訴訟をはじ

めとする知的財産事件を主に取り扱っていますが、

以前は横浜の弁護士事務所に所属し、当時から医療

訴訟に携わっていました。今回は、特許訴訟と医療

訴訟を比較して検討することで、専門的知見を裁判

所の判断に活かすための手続を見ていきたいと思い

ます。

2 )(第三種郵便物認可) 特許

第2 専門訴訟を取り扱う裁判所
専門訴訟は、審理対象に専門性があり、手続も特

徴があることから、全国の裁判所の民事事件を担当

する全ての部において均等に担当するわけではなく、

担当する裁判所や担当する部を絞るということが行

われてぃます。担当する裁判所や担当する部を絞る

ことによ。て、専門訴訟の内容や手続に習熟した裁

判官が担当することができ、円滑に訴訟を運営する

ことができるようになります。

まずは、特許訴訟と医療訴訟を担当する裁判所の

状況を見ていきましょう。

1 特許訴訟

民事訴訟法6条2項は、特許権に関する訴えに

つぃては、東京地方裁判所と大阪地方裁判所が専

属管轄を有することを規定しています。

東京地方裁判所では、民事第29部、民事第如部、

民事第46部、民事第47部の4つの部が特許権に関

する訴えをはじめとする知的財産訴訟を専門に取

り扱う専門部になっています。大阪地方裁判所で

は、第21部民事部と第26民事部の2つの部が、知

的財産訴訟を専門に取り扱う専門部です。専門部

は、特定の類型の訴訟のみを取り扱い、その他の

類型の訴訟を取り扱わない部です。

また、東京地方裁判所や火阪地方裁判所で審理

した特許権に関する訴えについて控訴があった場

合には、控訴事件は、東京高等裁判所の特別の支

部である知的財産高等裁判所が専属して管轄を有

することになります(民事訴訟法6条3項)。
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(民事訴訟法4条1項)や、義務履行地(同法5条

1号)などに裁判管轄が認、められます。

ただ、裁判官の専門性を保つために、限られた

担当部が f医療集中音Ⅲとして集中Lて担当して

いる裁判所が多く見られます。例えば、東京地方

裁判所では、民事第14部、民事第卸部、民事第釧

部、民事第35部が医療集中部となっており、東京

地方裁判所に提起ざれた医療事件はこれらの4つ

の部のみで担当します。横浜地方裁判所では、第

4民事部と第5民事部が医療集中部です。集中部

は、その裁判所に係属する特定の類型の訴訟をす

べて担当しますが、それらの訴訟だけでなく、他

の類型の訴訟(一般的な民事訴訟)も取り扱うと

いう部です。

令和 5年(2023年)]2月7日(木曜田

第3 専門家の関与

特許訴訟は技術についての専門的知見、医療訴訟

は医療についての専門的知見を必要とし、いずれも

専門的知見を必要とする専門訴訟であるという点で

共通Lます。いずれの訴訟も判断を下すのは裁判官

ですが、裁判官が最初から技術や医療についての専

門的知見を持0ていることは通常はありません。そ

こで、特許訴訟や医療訴訟では、対象となる分野の

知見を有する専門家を訴訟乎続に関勺・させることに

より、裁判官の知見を補完し、訴訟手続を円滑かつ

適正に進められるように工夫をしています。ここで

は、特許訴訟や医療訴訟において専門家を訴訟に関

与させる手続について見ていきます。

1 専門委員の関与

専門委員制度は、平成15年の民事訴訟法の一部

改正により新設され、平成16午4月から導入され

た制度です。民事訴訟法兜条の2第1項は、「裁

判所は、争点若しくは証拠の整理又は訴訟手続の

進行に関し必要な事項の協議をするに当たり、訴

訟閥係を明瞭にし、又は訴訟手続の円滑な進行を

図るため必要があると認めるときは、当事者の意

見を聴いて、決定で、専門的な知見に基づく説明

を聴くために専門委員を乎続に関与させることが

できる。」と規定しています。

特許訴訟においては、当事者の意見を聴いたう

えで、訴訟の対象にな0ている技術分野の知見を

持った専門委員を選任し、専門委員が訴訟手続に

2 医療訴訟

医療訴訟の場合は、特許訴訟のように、一部の

裁判所だけに裁判管轄が認、められるというわけで

はなく、通常の事件と同じように、被告の住所地
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関与します。特許訴訟では後述する裁判所調査官

が訴訟手続の最籾から手続に関与しており、専門

委員は、訴訟手続の当初から選任されるわけでは

なく、訴訟がかなり進んだ後の技術説明会を行う

前に選任ざれることが多いです。専門委員は、技

術説明会に出席Lて、技術説明をした当事者に対

して質問をしたり、技術説明会の前後において裁

判官に対して専門的な知見を説明したりします。

裁判所のホームページによれば、大学教授、研究

者、弁理士などから約知人が知的財産訴訟の専

門委員に任命されており、令和4年4月1日まで

に、延べ2400人を超える専門委員が知的財産訴訟

に関与しているとのことです。

これに対L、医療訴訟における専門委員は、審

理の比較的早い時期である争点を整理する段階に

おいて選任され、弁論準備期日に出席して、裁判

所や当事者からの質問に答えて説明をしたり、弁

論準備期日の前後において裁判官に専門的知見を

説明したりします。また、審理の終盤の時期であ

る鑑定をする段階において選任され、鑑定事項を

決める際に鑑定事項の内容につぃて意見を述べた

り、鑑定人の選任について意見を述べることもあ

ります。

いずれの訴訟においても、専門委員は、裁判官

に専門的知見を提供して、訴訟手続が円滑かつ適

正に進むように手助けする働きをしています。専

門委員は非常勤(任期は2年)であり、普段は大

学の教授や弁理士、医療機関における医師などと

して執務しており、裁判所から事件ごとに選任さ

れて、専門委員として職務を行います。いずれの

訴訟においても、専門委員の発言自体は証拠には

ならないことになっています。

また、専門委員は、中立な第三者であることが

要求されますので、専門委員を選任するにあたっ

ては、当事者に利害関係の有無につぃて確認をす

ることになっており、事件に利害関係のある人が

専門委員にならないようにしてぃます。

ユ. ス

判断を訴訟上報告させる証拠調べです。鑑定人は、

当事者の申出に基づいて裁判所によ0て選任され、

事件について専門的な知見に基づく意見を述べ

ます(民事訴訟法212条以下)。鑑定人の述べる意

見は、専門委員や裁判所調査官の意見とは異なり、

訴訟上の証拠になります。

医療訴訟においては、執刀医の尋問も含めた

主張立証を尽くした後、裁判所が判決をする前に、

対象となる医療分野の専門的知見を有する医師を

鑑定人として選任して鑑定を行うケースが多いで

す。医療訴訟における鑑定は、東京地方裁判所の

ようにカンファレンス鑑定を行う場合と、鑑定書

という形で鑑定人が意見を述べる場合とがありま

す。カンファレンス鑑定は、原則として3名の医

師を鑑定人に指名し、鑑定人がそれぞれ鑑定事項

に対して事前に簡潔な意見書を提出Lた上で、法

廷において口頭で鑑定意見を述べ、裁判所や当事

者から鑑定人に対して質問して鑑定人が口頭で回

答し、鑑定人間において議論したりする手続であ

り、民事訴訟法215条1項の規定する口頭での意

見陳述と、民事訴訟法215条の2の規定する鑑定

人質問の手続の性質を有するとされています。鑑

定書の形で意見が出ざれると、鑑定人の述べる意

見の結論は分かるものの、そのような結論に至0

た根拠が必ずしも明確ではないというケースもあ

ります。その点、カンファレンス鑑定は、口頭

で質問をしたり、鑑定人同士で議論をする過程

で、鑑定人のぎぇる結論だけではなく、その結論

に至った判断過程も明らかになりゃすい上いうメ

リットがあります。東京地方裁判所では、カンファ

レンス鑑定が行われる前は、1人の鑑定人を選任

して鑑定書を書いてもらうことが多かったようで

すが、 1人の鑑定人によって鑑定書を書くことは、

医師である鑑定人にとって負担が大きく、鑑定人

の成り手がいないという状況が続いてぃたようで

す。そこで、鑑定人への負担.を減らし、公平で充

実した鑑定を行うためにカンファレンス鑑定が導

入されました。これに対して、他の裁判所におい

ては、原則として3人の鑑定人を選任したうえで、

それぞれに鑑定書を書いてもらうという運用をし

ている例もあります。

なお、医療訴訟においては鑑定人の意見が訴

令和 5年(2023年)12河 7日(木曜 E )( 3

2 鑑定人による鑑定

鑑定は、裁判官の判断能力を補充するために、

特別の学識経験を有する者から、その専門的知識

又はその専門的知識を具体的事実に適用して得た
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訟の行方を大きく左右しますが、鑑定人の意見は、

鑑定事項に答える形で述べられますので、鑑定事

項をどのように定めるかはとても重要です。両当

事者ともに、鑑定事項を決めるに当たっては十分

な検討が必要です。

これに対し、特許訴訟の場合、鑑定が利用され

るケースは医療訴訟ほど多くはないですが、当事

者の申出があって裁判所が相当であると認、める場

合には鑑定人による鑑定が実施ざれます。

)(第三種郵便物認可)

3 裁判所調査官(特許訴訟)

特許訴訟においては、専門委員とは別に、裁

判所調査官が訴訟手続に関与します。裁判所調

査官について、民事訴訟法勉条の8は、「裁判所

は一必要があると認めるときは、高等裁判所又は

地方裁判所において知的財産に関する事件の審理

及び裁判に関して調査を行う裁判所調査官に、当

該事件において次に掲げる事務を行わせることが

できる。」と規定しています。裁判所調査官は、裁

判所に所属する常勤職員であり、訴訟期日に同席

し、必要事項を調査して裁判官に報告すること等

によ0て、裁判官を補助します。

特に専門的な技術分野についての特許訴訟では、

裁判所調査官にどのように技術を理解してもらう

かによ0て訴訟の行方が左右される場合もあるの

で、注意が必要です。

医療訴訟の場合には、特許訴訟の裁判所調杏

官のように、常勤職員によ0て訴訟全般にわたっ

て補助をするという専門家は設けられていません

(おそらく、医療分野に精通して、裁判所に常勤

として所属するような人材を確保するのは難しい

と忠われます。)。医療訴訟の場合は、争点整理段

階における専門家の補助としては、専円委員を選

任し、専門委員によって専門的知識を補完するこ

とが予定されているといえます。

コ. ス

に行われます。

特許訴訟の当事者の場合には、特許権者であれ、

被疑侵害者であれ、対象となる分野についてのあ

る程度の技術的知見を有していることが通常です。

また、被疑侵害者が販売業者等で、対象となる

分野の技術的知見を有していない場合であ0ても、

メーカーの協力を得る(場合によってはメーカー

に補助参加人として参加してもらう)ことによっ

て訴訟を追行できるケースが多いです。

これに対し、医療訴訟の場合は、原告は患者や

患者の遺族であり、医療分野の専門的知識を有し

てぃないのが通常です。そこで、医療訴訟を提起

しようとする患者や患者の遺族にと0ては、良い

協力医を見つけることが何よりも重要になります。

協力医の助力を得ずに訴訟を提起すれば、主張の

組み立てもままならず、説得的な主張立証を行う

ことが難Lくなります。良い協力医に協力しても

らうことによ0て、原告の主張が正しい医学的知

見に基づいた主張になり、原告となる患者や遺族

だけでなく、医療訴訟全体にとっても良い効果が

あるといえます。

専門家から意見書をもらう場合には、争点や自

らの主張を正確に把握したうえで、専門家に専門

的知見で述べて欲しい部分を明確にして、裁判所

により理解しゃすい形で意見書を書いてもらう・必

要があります。専門家は、その技術分野や医療分

野の専門家ではあ0ても、訴訟手続に精通してい

るわけではないので、争点との関係で裁判所が本

当に知りたいことは何なのか、どのような組み立

てで書面を作成すれば裁判所を説得できる意見書

になるのかは、代理人弁護士が積極的に関与して

探究していや必要があります。

令和 5年(2023年) 12月7日(木曜田

4 当事者が依頼する専門家

これまで見てきたのは裁判所によって選任され

る専門家ですが、それとは異なり、当事者が専門

家に依頼して専門的知見の提供を受けて主張立祉

に活かしたり、専門家に意見書を書いてもら0て

裁判所に証拠として捉出するということも一般的

第4 審理の対象

ここで、医療訴訟と特許訴訟における審理の対象

(主張立証の対線)を見てみましょう。審理の対象の

違いによって、同じ専門訴訟であっても、専門的な

知見を裁判所の判断に活かすための手続に違いが見

られます。

1 医療訴訟における主な主張立証の対象

医療訴訟における請求は、債務不履行ないし不

法行為に基づく損害姑償請求であり、医療訴訟の

1寸'午二
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主な争点は、医療機関の医療行為における過失の

有無と、医療行為と結果との間の因果関係の有無

です。

過失は、抽象的な要件(「規範的要件」と言わ

れます。)であるため、原告は、診療の経緯、患者

の状態、当時の医療水準、医療機関の認識などに

よって、過失を基礎づける評価根拠事実を主張立

証することによって、過失が存在したことを明ら

かにすることになります。また、医療訴訟の場合

には、時問の経過とともに刻一刻と患者の容態が

変わりますので、時的要素との関係での主張立証

が重要にな0てきます。例えば、遅くとも0月0

日0時の時点では患者の状態は00であ0たから、

医療機関は00の処置をすべきであったのにしな

かったなどの主張立証をすることになります。こ

のように医療訴訟においては、時的要素との関係

で佃々の事実関係を明らかにする必要があるため、

診療経過を時系列で並べて当事者の主張も加えた

「診療経過一覧表」を作成し、争点の整理するため

のツールとして用います。

また、医療水準は日々進歩していきますが、医

療訴訟における過失の主張立証にあたっては、そ

の当時の医療水準がどのようなものであったかが

重要であり、当時の医療水準を前提に議論するこ

とになります2。

なお、医療訴訟において損害額も主張立証の対

象になりますが、死亡や後遺障害による逸失利益、

慰謝料などの算定は、交通事故における損害額の

算定方法において相当程度類型化されており、医

療訴訟において、これに準じて算定されるケース

が多くなっているため、過失や因果関係等と比較

すると、重要な争点になることは少ない印象です。

特許 コ. ス

訴訟では主張立証の対象がかなり異なります。ま

た、特許訴訟では、特許の有効性も争点になるほ

か、損害論についても、被疑侵害者の得た利益額

や相当実施料について大きな争点となります。

特許訴訟の充足性や無効論、損害論においては、

時的要素が問題になることはあまりないので、医

療訴訟における診療経過一覧表のような時系列表

のツールを使うことは通常はありません。

なお、特許訴訟においても、特許の有効性、特

に進歩性において、出願当時の技術水準が問題に

なります。この点は、医療行為当時の医療水準が

闇題になる医療訴訟と類似する部分であるといえ

ます。

令和 5年(2023年)12目 7日(木曜日)( 5

3 小括

このように、特許訴訟と医療訴訟では、不法

行為に基づく損害賠償という点では一部共通して

いますが、主張立証の対象はかなり異なっており、

その違いに応じて、争点整理などの手続にも違い

が見られます。

2 特許訴訟における主な主張立証の対象

特許訴訟における請求は、特許権に基づく差

止請求、特許権侵害の不法行為に基づく損害賠償

請求です。不法行為に基づく損害賠償請求という

点では医療訴訟と共通していますが、医療訴訟が

過失や因果関係の有無が審理対象になるのに対

し、特許訴訟では登録された特許のクレームと被

疑侵害製品はたは方法)との対比による構成要

件充足性が審理対象となるので、医療訴訟と特許

第5 証拠の収集

専門訴訟に限らず民事訴訟においては証拠に基づ

いて立証をすることが重要になりますが、特に専門

訴訟においては判断が専門性を有しており、そのよ

うな判断をするための裏付けとなる証拠があるのか

が特に重姜になってきます。ここでは、医療訴訟と

特許訴訟における証拠の収集方法について見ていき

ます。

1 医療訴訟における証拠の収集

前述したとおり、医療訴訟における主な争点は、

医療機関における医療行為の過失の有無と、医療

行為と結果との間の因果関係の有無であり、カル

テ、診療記録、病理検査報告書等の資判・が重要な

証拠になります。医療訴訟の原告は(通常は)患

者ないしその遺族ですが、カルテ、診療記録、病

理検査報告書等の証拠は、いずれも被告である医

療機関側が保有しており、患者やその遺族はこれ

らの証拠を保有していません。医療訴訟の原告と

なる患者や患者の遺族は、診療記録等を入手しな

ければ主張を組み立てることができないため、医

療訴訟においては、訴訟提起前の証拠保全の手続

二
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が広く活用されています。証拠保全は、裁判所へ

申立てを行い、医療機関には事前に知らせること

なく、証拠保全の当日に、申立人が裁判官、書記

官やカメラマンと一緒に医療機関を訪問し、診療

記録や映像記録などを撮影、コピーするなどして

保全する手続です。

また、医療訴訟においては、訴え提起後の早い

段階において、裁判所が、被告である医療機関側

に対し、診療記録の一式の提出をさせます。これ

によって、当事者双方が診療記録に基づいた主張

立証をすることができます。

)(第三種郵便物認可) 特許

2 特許訴訟における証拠の収集

特許訴訟においては、特許権者が被疑侵害品を

購入することができれば、(分析が禁止されない

限り)被疑侵害品を分析して侵害の有無を明らか

にすることができます。また、特許法1叫条の2は、

「特許権又は専用実施権の侵害に係る訴訟におい

て、特許権者又は専用実施権者が侵害の行為を組

成Lたものとして主張する物又は方法の具体的態

様を否認するときは、相手方は、自己の行為の具

体的態様を明らかにしなければならない。」と規定

しており、被告において、理由を付けずに否認す

るということは基本的にできず、非侵害を主張す

るのであれぱ非侵害の理由を明示する必要があり

ます。

このように、特許訴訟においては、証拠保全に

頼らなくてもある程度の立証が可能であることか

ら、特許訴訟において、訴訟提起前に証拠保全を

するというケースはそれほど多くありません。

また、特許訴訟においては、令和元年の特許法

改正によって「査証制度」が設けられ、当事者の

申立てにより、裁判所が中立的な専門家に対して

証拠の収集を命じ、中立的な専門家が工場等に立

ち入って、書類等に関する質問や提示要求、製造

機械の作動、計測、実験等を行い、その結果を報

告書としてまとめて裁判所に提出し、後に申立人

が書証としてこれを利用することができるように

なりました。

さらに、特許訴訟においては、損害論(損害賠

償額の算定)の審理において、文書提出命令によ

る強制的な証拠収集手段が存在することを背景に、

JI、 ス

侵害者側に売上や経費等の資料を任意に提出させ

て、特許権者側において損害論の主張を組み立て

るということが行われています。

令和 5年(2023年) 12月7日(木瓔日)

3 小括

このように、医療訴訟及び特許訴訟は、利用さ

れる手続に違いはあるものの、証拠が一方当事者

の下に偏在するという状況を是正すべく、証拠収

集の手段が用意されています。

第6 プレゼンテーション手続

専門訴訟においては、主張立証の内容が複雑か

つ難解になりがちであり、専門家が手続に関与して

専門的知見を輔完したとしても、裁判官にとって主

張立証の内容が分かりにくいということが起こり得

ます。そこで、期日において、各当事者の代理人が、

資制や物を示しながら、口頭で説明するというプレ

ゼンテーションの期Hが設けられることがあります。

1 特許訴訟における技術説明会

特許訴訟においては、準備書面と証拠による主

張立証がひととおり終わった段階で、結審する前

に、各当事者の代理人が、主張の要点や技術的に

裁判所に理解して欲しい点に0いて、技術説明資

料に基づき口頭で説明する「技術説明会」という

期日が開かれることが一般的です。技術説明会に

は、裁判官、裁判所綱査官のほか、専門委員も選

任されて同席することが多いです。技術説明会に

おいては、まずは各当事者の代理人から、順番に、

自らの主張や技術的な事項について、パワーポイ

ントの図やアニメーションを使ったり、模型を

使0たりしながら、裁判所に分かり易く、自らの

主張が伝わるようにプレゼンテーションをします。

当事者双方のプレゼンテーシ"ンが終わ0た後は、

裁判官、裁判所調査官、専門委員から、各当事者

に質問をし、各当事者から答えさせたり、当事者

双方でお互いに質問や議論をしたりします。最近

は、技術説明会に先立って、裁判所から各当事者

に対し、技術説明会において特に説明を求める事

項を提示することが多く、裁判所が興味を持って

いる事項にフォーカスした説明をすることが可能

にな0ています。技術説明会における口頭の説明

や、その後の専門委員、裁判所調査官などとのや

二
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り取りを通じて、裁判所は事件の争点や技術的事

項についてより深く理解し、判決に活かすことを

ヨ指しているといえます。

2 医療訴訟におけるプレゼンテーション

医療訴訟においては、特許訴訟の技術説明会

のようなプレゼンテーション期日が当然にあるわ

けではありませんが、事案によっては、当事者の

準備書面や証拠による主張立証が完了し、執刀医

等の尋問が終わった後に、当事者双方の主張立証

の総まとめの形でプレゼンテーションが行われる

ケースもあります。このときのプレゼンテーショ

ンは、特許訴訟における技術説明会と同様に、専

門的な医療分野についても裁判所が理解しやすい

ように分かり易く伝えることが重要です。プレゼ

ンテーション期日における裁判官からの発問を検

討することで、裁判官がどの部分に疑問に思0て

おり、最終的に主張立証の補充が必要な点が見え

てくることもあります。

特許 '1
^ ス

においては、客観的にみてどうなのかが問題となりま

すので、現在の医療水準を前提とした判断がされます。

令和 5年(20器年)12打 7日(木曜日)(

ーつづくー

⑯は10月13日付掲載※次回は2024年2月掲載予定

第7 まとめ

特許訴訟と医療訴訟は、いずれ、専門訴訟であ

るという点で共通しており、これまで見てきたよう

に、裁判官に対して専門的な知見を補完し、争点を

明確にして、充実した審理ができるように工夫がさ

れています。専門訴訟において的確に争点整理を行

い、専門分野についての正しい理解に基づいた充実

した審理を行うためには、今後も訴訟手続の工夫・

改良を続けていく必要があるといえるでしょう。訴

訟当事者(代理人)は、訴訟手続の性質をよく理解し、

専門的知見を出来る限り得たうえで争点を正確に把

握し、立証が必要な事項を認識して効果的に主張立

証活動を行う必要があり、裁判所が当事者の主張を

理解してくれているかについても常に気を配りなが

ら、分かり易い主張立証を心がけることが肝要です。

7

医療訴訟で問題になる医療行為には、行うべきでは

ない医療行為を行ったという作為のほかに、本来行う

べき医療行為を行わなかったという不作為も含まれま

す。

これに対して、因果関係(救命等の蓋然性)の争点
2
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